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（六）地価問題の発生と展開（その２）
（１）大正５年の年頭，乙竹札幌税務監督局長は，年頭記者会見ともいうべ
き「北海タイムス」の記事の中で，税務連絡図の完成に関心をもち，地租の
調査に関し慎重な調査と十分な用意に注意すべきであるとし，年期明けの土
地の地価を決定するための準備作業を全力をささげて進めていることを明ら
かにしている。大正５年１月12曰，空知税務署長あての嘆願書が，角田村の
泉鱗太郎村長らによって，発遣された。これによって，角田村を中心舞台と
して，地価問題がまきおこった。
嘆願書に名を連ねた人々は，大正５年１月17曰になって空知税務署に出頭
した。そして，出頭者は嘆願書の内容を陳述し，毎年１割もの被害を受け収
穫が減少しており，内覧した地価標準では負担しきれず，より適当な地価標
準を設定してほしいと申し述べた。その中で，示された地価は道内各地のそ
れと比較しても甚だし〈不権衡な高い地価であり，角田村の地価は函館に比
して低くとも高くはないにもかかわらず，示された角田村の土地の標準は極
めて高く，びっくりするような地価となっている。角田村の開拓は，北海道
の拓殖上も重大な関係があるにもかかわらず，この土地の標準では他町村に
も大きな影響を及ぼすと主張した。これに対し，示された地価が算出された
計算の方法について，税務署側は，土地の収穫量・小作料・地味その他の事
情を精密に調査し，収穫量に本道の検査石代を乗じた上で公課等を見積った
と回答したが，陳情者は納得せず，地価の計算方法も適当でないと反論し，
地価査定資料の説明を求めた。これらの主張が，これからの地価問題の基本
的主張となる。
この大正５年１月17曰に出頭した人々及び嘆願書に名を連ねた人々が，地
価問題の主要人物であるとともに，この人々の中に大正６年に行われる予定
の角田村の開村30年記念式典で功労者・来賓として名を連ねた人々が多かっ
たことは，留意されるべきであろう。これらの人々は，北海道で一定の政治
的影響力をもち，税務行政に対しても，協力者としてやってきた人々であっ
た。だとすれば，これらの人々が決して無視ないし軽視されるべき人々では
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なかったし，税務運営一たとえば，地租の課税と徴収一についても詳し
かったのは当然である。たとえば，伊藤廣幾は，地主の代表として北海道農
会長をつとめ，まもなく政友会から衆議院議員に当選する。湯地定基は，北
海道庁の元幹部の大地主で，北海道農業開発の功労者である。泉鱗太郎は，
角田村の開発の功労者で道議をつとめ，角田村はその影響下にあった。その
ほか，鳩山農場の関係者等も，名を連ねた。これらの人々の農場が角田村に
あったのである。だとすれば，空知税務署は，北海道の大地主をすべて相手
にしたといっても，過言でない状態になろうとしていたのである。
もっとも，大正４年12月に旭川区における宅地地価問題が既に発生してい
たが，旭川中心に推移したこともあり，他に及ぼす影響は少なかった。今後，
両者が相まって－相互にからみあって－進行していくが，角田村の運動
の方が盛んになる。「北海タイムス」も，当初は，旭川区の問題を盛んに扱
うところもあったが，角田村が提起した問題の方が次第に中心となり，旭川
区地価問題を吸収する形勢となる。旭川区では，旭川区内の宅地の課税が中
心問題となっており，そこでは，どちらかといえば旭川在住の宅地の所有者
が対象であり，納税者が限定され，影響も限定されていた。これに対し，角
田村の地主達は，田畑の所有者が中心であったことから，田畑を中心とする
北海道の他の地域の人々にとっても同類項であり，利害を同じくしたことか
ら，角田村が年期明地に対する課税をめぐる紛争の中心舞台となったのは，
必然的なものであった。
大正５年１月26曰に地主大会が開かれ，９人の常務委員が選出された。さ
らに，２月１曰，空知外３郡農会の総会は「北海道土地の価格査定に際し道
内は勿論各府県の地価を参照し特別の調査を遂げ公平なる地価を査定せられ
んこと」を大蔵大臣に求める建議を行った。これ以降，政治が地価問題に関
与してくることになった。
この地主達の動きに対して，２月21日から23曰にかけて，札幌税務監督局
管内の全管税務署長会議が開催された。この会議における局長訓示の中で，
不公平の声や著しく高価なりと主張するのはいかんであるが，多少の誤解が
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あり，注意を重ね一層慎重に地価設定作業に従事するように指示がなされて
いる。
登川村・長沼村なども続いて地価算定について見直しを陳'清し，さらに，
３月16曰には空知外３郡町村地主連合会が結成された。この連合会が地価問
題の窓口となり，地主から経費を徴収して地価算定反対運動の中心となって
いく。
３月20曰には，十勝地主懇談会が「地価設定の公正を図るため調査委員制
度の必成を期す」ことを決議した。ここで，地租や所得税における調査委員
制度の導入が提案されている。この会合のあと，十勝地区は空知地区と行動
を共にする。
さらに，３月23曰付の「北海タイムス」は，「大蔵省よりも吏員を派遣し
再調査をなざしむる趣伝えらるる処なるが之に対し税務署側は訴願の結果再
調査の必要ありとの事なるが格別直に大蔵省より吏員を派遣し税務署に於て
設定したるものをば再調査せしむるが如き事はなかるべしと云へり」と報じ
た。大蔵省の吏員の派遣がこの段階で話題となっており，政治レベルで課題
となっていたが，税務署側は，この当時，本当に実現するとは考えてはいな
かったと推測される。
（１）
５月９曰，北海道協会｣上海道支部は，地主達の陳`情を支持する旨決議した。
同支部は，地価算定につき速やかに根本的調査をとげ，‘慎重に審議したうえ，
北海道の事`情に適応する統一的方法を確立した調査を行うとともに，査定に
関し調査機関を設け民意を徴すべき方法を求めた。この決議は，３月20曰の
十勝地主懇談会の決議と同趣旨であるが，北海道の開拓に影響のある人々の
集りであるだけに，今後大きな影響を及ぼすことになる。
この間，税務署側は，地主側の抵抗を受けながら再調査を続けていたが，
５月１９曰の空知外３郡の連合地主会で，査定をめぐる税務監督局とのやりと
（２）
りカヌ紹介されている。そこでは，結局，税務署の主張が認められた。同様の
例が，陳`情を通じて示され，ある程度の線がでてきた。すなわち，相互の協
議による若干の査定価額の引下げという流れが出てきた。
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けれども，政友会本部の政務調査委員会は，札幌税務監督局からの照会に
対し，大蔵省本省が旭川区その他市街地における類地の地価がはなはだしく
不相当な場合に於てはその地価に比準するを要せず，現況相当の地価を定め
てさしつかえないが，北海道の市街地の中には宅地価修正法第３条の現在地
価をしんしゃくし，決定する必要があり，既存の有地価地近接の土地に対し
新旧地価の間に甚だしき懸隔を生ぜしめないように十分の考慮を加え物議の
（３）
因を残さないようlこさせよと答えたことに対し，大蔵省の回答は不当であり，
（４）
地価査定においても適当な改正力i必要であると，５月中旬決議している。こ
れに対し，大蔵省は税務官吏の定めた方針は必ずしも排斥すべきでないと回
（５）
答した。さらに，乙竹局長は，（ｲ)旭Illの訴願は考慮中で田畑地価と混同し政
党の問題とするのはいかんであること。(ﾛ)田畑年期明けに伴う地価設定は，
大いに考慮しているところであって，古く開けたるが周囲の衰頽せる地方は
地価高きにすぎ引下げの必要があるが，中央の旺盛なる地方は多少とも引上
（６）
ぐることとすべきであると述べている。当時，議会の中Iこも，こうした大蔵
当局の方針を支持するグループも存在していた。けれども，大正５年１０月１９
曰，政友会に対抗するグループの政務調査会大蔵部会も，内地の府県に比し
当を失するものがあるので標準を変更する必要があること，北海道の地価を
設定するのに際し地価調査委員会を組織し官民共同にて地価を設定するのが
適当であると決議することに至った。政治の世界では，地主側の意見が次第
に強くなってきた。
札幌税務監督局では，６月下旬に全管税務署長会議が開かれ，年期明けの
田畑及び宅地の地価設定調査が主要議題となった。局長訓示でも，本道地図
を,慎重に調製すること，法に従い地価を設定していくことが最初にとりあげ
られた。その後，８月10曰に道議選があり，政友会系の人々が減少したけれ
ども，税務署における所定の作業は比較的に落ちついて行われた。栗沢村・
沼貝村といったところで，調査の立ち会いで地主側の抵抗があったが。
角田村と前後して月形村も訴願となり，９月下旬には，旭川区の訴願も補
完が完了した。これと同じくして，札幌他４郡の連合地主会も陳`清し，全道
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的に地価問題が広がったのである。
（２）１０月５曰に大隈内閣が辞職し，１０月９曰に寺内正毅内閣が成立した。
そして，１０月１０曰に，立憲同志会・中正会・公友倶楽部が合同して憲政会が
結成（加藤高明総裁）され，衆議院の過半数を制することになった。これら
に対応して，１０月12曰に全国記者大会が開かれ，元老の政権私議，閥族・官
（７）
僚政治の排斥を決議し，政界(ま激動の時期を再び迎える。北海道地方政界の
中心を占めていた政友会支部や政友会系の地主は，活動を再び活発化させる。
大正５年11月５曰に「北海道地価設定問題研究会」がつくられ，同曰に地
価問題有志大会が豊平館で開催された。この大会の参加者は200余名であり，
全道各地から出席している。
同大会で読み上げられた「北海道地価衡正期成会宣言」にそって，地租条
例及び是に関連する各法令の精神をくむこと，内地府県の状況と本道の実際
とに照して地価を算定させること，既に設定した不当な地価に修正を加え，
賦課を衡平にさせること，という主張が述べられた。そして，次の決議がな
された。この決議こそ，今後の地価問題の基本テーマであることを示してい
（８）
る。
（i)現下税務当局が執りつつある地価算出方法を改め適当の基準に篠らしむ
る事
（ii)北海道地価一貫等級を改正し本道の実情に適応せしむる事
（iii)本道地価査定の為め法律を以て特別調査機関を設置するの道を立つる事
（iv)従来設定しある不当地価を修正して衡正を得せしむるの道を講ずる事
いずれにしろ，地価設定に関する抵抗運動の中心となる団体が結成され，
今後の基本的主張が打ち建てられたことになる。
有志大会と同じ曰に，水産税の減税を求める全道漁民大会が開かれ，水産
税の減税を求める決議がなされているのも，偶然であろうか。北海道物産税
が漁民の減税要求をうけた過程の中で北海道水産税に改組され，その後，地
方税になっても，海派と陸派の争いがあり，減税されていくことが想起され
る。やはり，北海道の税制には，陸派と海派との対立という構図は，無視で
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きない現象である。
（３）３月10曰付で旭川区の住民より提出された訴願（地所登録税地方賦課
（９）
並に不法地価設定取i肖訴願）について，１１月６曰に裁決がなされた。市来旭
川区長によれば，この当時，まだ，請求人に渡されていないが，さほど貧弱
な裁決ではないといっていた。そして，地主会は，裁決の内容次第によって
対応方針を決定することを決めていた。
この裁決内容は，秘密に付せられているが，１４年１２月上川税務署の設定し
た133筆７万5507円６銭に対し，２筆を除くほか何れも１級ないし２級を引
下げ，７万144円86銭のうち5,362円20銭を減額し既納及び登録税の過徴額を
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還付し/こというので，－部減額する裁決であったようである。けれども，旭
川地主会は納得せず，大蔵大臣あての訴願書を乙竹局長に提出している。新
聞記事によれば，裁決では，類地比準の根本は主として地価の衡正を期する
に出たものであり，類地比準の結果が却って地価の衡正を決すべき場合にあ
っては地租条例９条の原則に従い現況相応の地価を定むるのが適当であり，
各筆間の地位品格又は需給の関係等に於て権衡上精査をとげたものの，幾筆
かについては，各筆間の権衡上多少のしんしゃくを加えることが相当である
とするのが，訴願に対する裁決の内容であったようである。
旭川区の地価査定に対する訴願に限らず，地方税の反別割についても，地
主（納税者）と課税当局の間に見解の差が大きくなっていた。地租の地価が
即反別割の課税標準ではないとしても，密接な関係にあることから，地方当
局も関心をもっていたからこそ，旭川区長が旭川区の宅地の評価について，
発言したのである。おりから，第16回北海道会が１０月27曰に１１月25曰までの
会期で開かれ，反別割の等級別を定める案件が提出されていた。このため，
各町村の地主会は集合し，各方面に反別割の修正に対し反対を訴えていた。
従来から，地方税の反別割について，支庁別つかみ割について，何度も新
聞紙上でさわがれていた。当局が精確なる調査を行い反別割等級を細別化す
ることは，一歩を進めたものであるが，地主会は，道庁の調査はずさんであ
り，不当であるという。空知管内の一等地には，新十津川と秩父別が入って
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いるが，おかしいという。また，上川郡一等地に東旭川・東川・当麻・永山
が入っているが，おかしいという。すなわち，耕地売買の時価により収入を
判断するとしても，士別・名寄方面の地域より低い。東旭川の水田時価を７０
円とすれば東川は30円が相当であり，東旭川はｌ等であっても東川は３等相
当である。また，秩父別は水田がｌ等で畑地が２等であるとしているが，角
田のl等にくらべれば秩父別の水田は悪すぎる。たしかに，道会に提示され
た資料及び別表１及び別表２によると，地主会側の予想より高すぎる。した
がって，税務官吏が示した地価設定標準と同様に，反別割につき，全道地価
の等差標準を定めるものであって，今後，百年ぬくべからざる不均衡を招く
（11）
と，反対する。ここでみる限り，地租の地価と反511割の課税標準が連動し，
地主側も連動して対応しているのである。だからこそ，旭川区長も宅地価の
地価標準の査定について反対し，地主側を支持したのであろう。そして，そ
のことがわかっているからこそ，「北海タイムス」も，反別割の問題と地価
査定の問題が，同時並行的に報じられていたのである。
「北海タイムス」は，１１月20曰付で，「問題の反別割は如何一地番号毎に
（12）
等級を－某農政学者説」と記事をのせて，地主旧Ｉの主張を補強している。
この農政学者の氏名は明らかではないが，北海道帝国大学の学者であろう。
だからこそ，名を明らかにしてないと考えられるからである。この学者は，
合理的一定の標準法を設け実地に付き調査の上で土地の等級を確立すべきで
あるが，一定の標準法がなく，勝手に等級差を付した観があるという。そし
て，土地は地勢地質及び経済上の位置を土台として価値を定むくきであるが，
支庁や町村を単位とするようなことは価値がない。そして，地番毎に土地等
級を付すべきである。行政区域をもって土地の等級の階段となすときは，各
区域毎に年々有租地となりたる土地及び無租地に残りある土地の価値を調査
し町村彼是を比較して年々等級を変更すべきであり，それゆえにこそ，地番
号毎に等級を付すべきであるという。理論的にはそうであろうが，行政的に
は実行困難な方法であり，道庁側は，これを無視し何ら反論を加えていない。
他方，札幌税務当局をめぐる動きは，報じられることが少なく，１１月７曰付
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で，税務監督局長が過般上京した際に，各区町村地番更正を計画して必要な
（13）
予算（１万８千余円）を要求しﾌﾟこが拒否されている。この税務監督局長の上
京は，地価問題が主テーマであり，予算折衡は次の111頁位の問題であったであ
ろう。しかし，記事には地価問題については言及されておらず，地価問題は
政治の方で扱われようとしていることが，ここでもうかがうことができる。
けれども，税務署側では，法の建前を守り抵抗を受けつつも地価の査定（及
びみなおし）が続けられていることが確認でき，また，年期明け届の撤回を
する納税者もみられている。
この反別割及び地価について，１１月25曰に，北海道会は，内務大臣・長官
（14）
あての「法定地価設定並びに修正Iこ関する件」を可決している。この建議は
｢新北海道史年表」や「北海道議会史」がとりあげているように，地価問題
や反別割の見直しについて大きな影響を及ぼした建議である。
この「法定地価設定並びに修正に関する件」は，１１月２曰に全道会議員の
（15）
同意を得て提出（筆頭提出者は菅原大吉）されたもので，当然のよう|こ可決
された。提出された曰に紹介記事があり，また第１6回道会の最後に可決され
たものを紹介する記事の中で言及されているだけで，「北海タイムス」は，
反別割及びこの建議について，ほとんど取りあげていない。内務大臣及び北
海道長官あてとはいえ，大蔵大臣あてという建議でなく，しかも，主要財源
である反別割，さらに地租の地価に反映するだけでなく，地価の内容につい
ても詳しく，言及しているのであるから，ほとんど報じていないのは何故で
あろうか。建議案については全員が提案者であることから成立することが予
想されるとはいえ，地価と連動する反別割修正反対運動について何故報じら
れなかったのであろうか。納得できない事実である。
この建議は，次の内容のものである。ここで紹介する。
すうせし、
本道土地は漸次免租年期明となり弦数年間に於て急激増ｶﾛすべき趨勢な
り然るに現今税務当局の設定しつつある地債は頗る高率に失し内地府縣に
比し均衡を欠く感あるを以て左記方法により法定地債を定め且つ従来設定
地価問題と北海道の税務行政組織（１０）（西野）４９
しある不当地債の修正を為さんことを望む
－現行地債算定方法を改廃すること
二北海道田畑地債一貫等級表を改正すること
三地債設定の為各税務署管内に設置するの制を設くること
四従来設定しある不當地債を修正すること
この建議は，紹介したように，地価の設定方法に関するものであり，反別
割に関するものではないので，内務大臣や北海道長官あての建議としては妥
当ではなく，大蔵大臣あての建議（制度として道会としては大蔵大臣として
は建議しにくいかもしれないが，大蔵大臣の名を連ねた方がよかったのでは
あるまいか｡）とすべきであったろう。その内容は，地主会の主張・北海道
（16）
協会の主張・衡正期成会の主張を土台としており，それｶｺﾞ地方行政の長であ
る内務大臣に行くのであるが，内容が地価の課税標準の設定に関するもので
ある以上，大蔵大臣も宛先に連ねておくべきではないか。法定地価の設定に
ついて，政友会・憲政会も大きな関心をもっている。だとすれば，主要閣僚
しかも本来の閣僚を宛先にすべきであり，その方が効果的であろう。
ただし，当時，専任の大蔵大臣は存在しておらず，陸軍閥の代表である寺
内正毅総理の兼任である。寺内正毅総理大臣には，地価問題という技術的な
問題について，理解しにくかったのかもしれないし，余裕もなかったろう。
それならば，内務大臣を通して大蔵大臣でもある寺内正穀内閣総理大臣に通
じさせようという意図があったのかもしれない。
さらに，北海道の拓殖計画について，来年度以降の年割りを決める時期に
来ていたことも考えざるを得ない。世界大戦の勃発により景気がよくなり，
税収もあがりつつあったとはいえ，自然増収額の見積りが流動的であり，そ
れによっては，来年度の拓殖費がかわってくるからである。それが，北海道
（17）
長官の重要な仕事であり，責務であった。年末力x近づくにつれ，来年度の拓
殖額，ひいては工事個所も決定されることになる。ついに，１１月20曰付の
｢北海タイムス」に，残額5,150万円の拓殖事業は，６年度より予定年限たる
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大正13年度までではなく，完成年度２カ年間延長し15年度までに事業を完成
（18）
することになった旨，報じられることになったのである。「｣上海タイムス」
にしても，北海道会にしても，反別割や地価査定よりも，その方が重要な関
心事であったと考えられる。
（19）
（４）折から，大正５年11月19曰，立憲政友会ｺﾞﾋ海道支部大会が開かれた。
この大会では，政党に超然たる現内閣の現出を馴致したるはいかんであり，
公正に厳密に現内閣の施設を監視，勉めて世論を統一して国運の発表を図ろ
んとする旨の宣言がされた。
重要なのは，その大会でなされた決議である。その決議は，本道選出衆議
院議員の増加と貴族院多額納税議員の選出を図る事という事項（第１０項）を
含む10項からなっている。その中で，地価問題について，次の二つの事項が
なされた。
三本道地価設定の均衡を得せしむる為め適当なる査定機関の設定を期す
四本道免租期間の土地にして地租條例第１６條末項に該当するものは同條
第３項に準し免租期限裾おきと為す事を期す
ここでも，調査委員会の設置が強調されているほか，年期すえおき事例の
増加が要求されている。地主会の要求が，それだけにち密になったというこ
とであろう。
（５）札幌税務監督局が７万円を投じ２カ年の継続事業としてすすめてきた
本道連絡地図調製事業も，５年末をもってほぼ完成し，本年７月より完成図
に着手し，明年３月（大正６年３月）完成の予定であることが，１２月上旬に
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報道された。土地異動その他に下１１用されるための作業であるが，この地図調
製作業が地価の見直しを兼ねており，この地図に所要の事項を記入していく
わけである。したがって，法定地価設定とも，この地図調製作業は附随して
いるわけであり，地主にとって関心を持つのは当然のできごとである。だか
らこそ，地図調製事業について，「北海タイムス」が報道しつづけてきたの
である。
地価問題と北海道の税務行政組織（10）（西野）５１
これと機を－にして，専任の大蔵大臣が12月に発令された。それまで，大
（21）
蔵次官であった勝田主計ｶｺﾞ昇格した。勝田主計は，それまで事実上，大蔵大
臣のかわりをつとめていたが，ここで表舞台に登場した。今後，勝田主計蔵
相は，世界大戦に由来する税収の増加を背景に，軍事予算の拡大，鉄道や教
（22）
青施設の拡充，対中財政援助をすすめる。勝田主旨十の大蔵省同期生ｶｺﾞ浜口雄
幸である。また，勝田主計の大臣秘書官が，大正６年に，地価問題の現地調
（23）
査Iこ来道する黒田英雄である。黒田英雄は，その後，主税局長・大蔵次官を
つとめ，金融恐Ｉ慌にも対応している。これらの人々が，これからの税務行政
に盛んに登場してくる。
勝田蔵相の誕生から，地価問題に関する記事が再び増加する。そして北海
道地債衡正期成会は，地価問題に関する政談大演説会を12月17曰から始める。
この演説会は，１月になれば更に多くの町村で開催されることになっていた。
（24）
さらに，この地価問題にあたる地方委員も追ｶﾛされた。100名を超える個人
と炭鉱汽船などの法人が加わり，陣容を整えた。炭鉱汽船や三菱農場が参加
したことは，地主側としては，力強かったことと思われ，前述の地方委員の
遊説とあいまって，曰和見であった農民も，次第に期成会に熱心に参加する
（25）
ようになってきたと，「｣上海タイムス」は報じている。
こうした状況をふまえ，１２月19曰税務監督局長らも，衡正会幹部との会談
（26）
をかさねた。そこで注目すべき方向ｶｺﾞ示されつつある。すなわち，地価問題
は官民一致十分に研究し慎重に調査し，且つ遺憾なきを期し本道百年の大計
を定むくきものとして－種疑惑の眼をもって民間をみるべきものではなく，
民間有志もいたずらに当局を攻撃し税務官吏の失態や朝令暮改を攻撃し快哉
を叫ぶべきものではない。共に意見を交換し最も正当に解決すべきものとい
う。この記事自体は，「北海タイムス」の観測にすぎないものの，何らかの
方向を思い出そうとしたからと思われる。既に，当局側においても本道拓殖
の為などは極力双方の一致点を見出し善良なる結末を遂げたいとの意向を示
したようである。一方，農民側も，各地で盛んに大演説会が開かれ，多くの
農民が参加した。大正６年１月５曰札幌区において大演説会を開き第一声を
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あげ，さらには１月20日前後に大挙上京し中央政界における活動を試みよう
（27）
とする1犬況に至った。
しかし，乙竹仲太税務監督局長及び野崎新太郎副監督官は，大正５年12月
（28）
29曰，急に転任の命が下される。急な命令力x下され，しかも上の二人がそろ
って異動することは，異例中の異例である。乙竹局長は，丸亀税務監督局長
に転じ，野崎副監督官は仙台税務監督局に転任となった。蓮見前税務監督局
長が丸亀税務監督局長の前任者であるとはいえ，乙竹局長は，松江・長野・
鹿児島の三税務監督局長をつとめており，５カ所目が丸亀とは納得できなか
ったであろう。しかし，前任者は，赤穂，広島をつとめた後で名古屋・熊本
(熊本は，九州全体を管轄）と転任していくのであり，ポストとしては不釣
合であろう。現に乙竹局長は，往訪の記者に対し「役人の運命は常に辞令１
枚にて転々する者なるが今回は全く突然なり。定めし余の転任を’愉快とせら
るる向もあるべし。余はいささか計画するところありといえども今に至って
は云ふの要なからん」と答えている。これが，役人としての回答というもの
である。しかも，後任が税務監督官とはいっても，税務監督局長としては新
人であり，おもしろくはないはずである。
乙竹税務監督局長が計画するところというのは，年期明けの土地に対する
適正な課税と，税務連絡図の完成であろう。さらに，乙竹税務監督局長とし
ての仕事のやり方について一家言があるからである。それを推測させるのが，
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｢財政」にのせられﾌﾟこ「在官中の恩ひ出」と題する－文である。その一文の
中で一切の事務取扱方法を，なるべく規程を以て統一指導せんとしたのであ
り，自ら再三読書研究して，以て範を示し部下にも勉めて研さんせしめ殊に
新規採用者には厳に之を理解暗調せしめ之によりて以て，堪能なる税務官吏
を養成し得るものと考えている。そして，事務取扱規程ならびに執務規範の
制定に際して細密主義をとったという。歳月の経過に伴い事務の多忙と人員
配置上の必要等のため漸次之等が調い，亦税務の実際に通暁するに及び形式
の整理には，事務の繁閑に応じて適当に棄取し，しんしゃくを加うるに至っ
たという。この記事の肩書は前丸亀税務監督局長であることから，札幌税務
地価問題と北海道の税務行政組織（10）（西野）５３
監督局長としての仕事ぶりが，にじみでているように思われる。おそらく，
札幌においては，自ら研究し，自ら範を示し部下にも研さんせしめ，堪能優
秀な官吏たらしめようとしたことは，まちがいがない。
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乙竹局長が，札幌に転ずるときの送月１１の辞の中にも，同様の表現がある。
すなわち「克く局長を補佐し克〈下僚を指導し曰々婿集し来る百般の事務に
対し快刀断麻裁決流るるが如し，手続の改正，吏僚の監督，入っては孜々拮
据々出ては櫛風沐雨者，殆んど暖なるに暇ならず,」（中略）「君か厳正の資
剛毅の性は僚友に対し親切懇篤，常に城壁を設けず地位に随って人を軽んせ
ず，泗々落々として光風雲月の如く吾人の敬慕措かざるところなり」という。
乙竹局長は自ら率先し部下をひっぱっていくタイプであったろうが，部下か
らすると，かなり煙たかったのではなかろうか。まだ，事務体制が十分とは
言い難く，開拓の遺風が残っていた状況下では，敵が多かったのではあるま
いか。その敵が，角田村であり，開拓の中心を荷ってきた地主会であったと
いうことであろう。その特徴が本省の人々には，よく理解してもらえなかっ
たということになると考えられる。
（６）小島誠札幌税務監督局長は，大正６年１月18曰に着任した。赴任に際
し，本省の意向を聴取し，しかるべく処理方針を打合せたであろうことは，
納税者側も十分に予想していた。その小島誠局長は，着任の翌曰である１月
19曰の午後３時すぎから２時間半にわたって，札幌記者倶楽部の４名の記者
（31）
と会談ｶﾒ行われた。着任直後の多'忙な中で，ここまでの長時間の会談が行わ
れたことは，異例というほかはない。記者倶楽部は，北海道開拓の実勢，内
地との比較，各地に発生した諸事実から始め，適当の機会に新局長の新方針
を聞こうとしたが，新局長は，「政治家で無いから政見の発表は御免蒙る。
実行に於て御答えする」というような口吻で机上のソロバンをとり，パチパ
チさせ，「私共の仕事はソロバンに合わなければいけぬのだから」と答え，
結局，新方針を示さなかったようである。これに対し，「北海タイムス」は，
過去及び将来を含めた「北海道」を頭にいれて，新方針を打ち出すこと，言
行一致し而も能く実際の状況に適応し且つ眼前のソロバンばかりでなく永遠
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のソロバンに合い，又，そのやり方も公平無我であるようにと，希望をのべ
ている。
この間，１月25曰，衆議院では憲政会と国民党が共同提出の内閣不信任が
上程され，これを受けて衆議院が解散され，４月20曰の総選挙にむけて，国
内政治は激動期に入った。だからこそ，勝田蔵相も地価問題には手をつける
状況にはなかったであろう。１月20曰には後曰問題となる西原借款が締結さ
れている。そして，また，ドイツの無差別潜水艦作戦が２月ｌ曰から始まる
ほか，２月３曰に米はドイツと断交した。こうして内外とも激変したのであ
る。
そのほか，新局長を待ち受けていたのは，札幌の記者倶楽部だけではなく，
｢北海タイムス」の二つの連載であった。１月１６曰から２月７曰までの延べ
17回にわたる田中清輔談の「地債衡正運動の内面｣，及び，２月８曰から２
月25曰までの延べ15回にわたる松實喜代太談の「本道地債問題に就て」の二
つの連載であり，地主側（納税者側）の主張をよく整理している（その内容
目次は，別紙１．２参照)。これを，おそらく，北海道移住者が着いた港
(おそらく，函館又は室蘭）と同じ地に着いて，はじめて眼にした時には，
（32）
｢地債問題沸騰の｣上海道に来るには相当の決心でやって来た事と恩ふ」と
｢北海タイムス」に書かれた当事者にとっても，覚'居を確かめることとなっ
たのである。だからこそ，形式的にしか，記者倶楽部の質問に答えられなか
ったと考えられる。それは，けっして，高級官僚としての発言ではないので
ある。
それでは，新局長着任に際し，地主達は，何を主張しようとしたのか。田
中清輔及び松實喜代太の発言にしたがって，その主張をまとめてみたい。
問題は，地租改正における地価の設定が不公平で薩長土三県が不当に安か
（33）
ったことに始まる。にもかかわらず，東｣上地方は不当地価の設定を受け，
年々歳々，特別地価修正法案を提出しており，北海道も課税されてから気が
ついてからでは遅い。北海道の住民は，旭川区の宅地の地価問題が発生して
から気がついたのであるが，影響は旭川区に限らず，大きな問題であると，
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田中清輔は当初から考えていた。そして，田中清輔は，乙竹局長に会見した
際に，月形村の水田に対し，旭川と同じ論法で，法定地価６円のものを３倍
（34）
にすることに対して警告した。これIこ対し，乙竹局長は，月形村に20円の地
価を設定する考えは持たないし，農村の地価について心配をかけることはな
いと言明したが，乙竹局長の言に田中清輔は不信感を抱いていた。
地主会側は，かえって解決を困難にすることから，官民の係争問題にしよ
（35）
うと考えていなかった。これIこ対し，税務官吏は，月形村に関し，１反歩２０
円を示達し，その後18円を示達し，さらには17円までにさげようとしたとい
う。同様に，角田村の水田について，２４円25銭の通告を18円に下げているこ
とにしたことは，当局の主張には自信が考え始めたところ，「法定地価を安
くし万一その値段で政府に買上げられたらどうする」などという人も出てき
たところから，傍観して居られないとして，地主の覚醒につとめ，段階をふ
んで，１１月５曰全道地主有志大会を開き，改めて北海道地価衡正期成会を組
織したという。税務署側の答弁がないので評価のしょうがないが，乙竹局長
の指導のもとで，それほど，でたらめな発言は行っていないはずである。た
だ，欧州の戦乱で黄金時代に入っていた北海道に対し，その姿は－時の姿で
（36）
あり真の姿でないとする地主側と，目前の収穫を標準とし原且'1通りに査定を
進めようとした税務当局とは出発点が違ったのではないか。地主側は，北海
道は拓殖地であり旧土と異なる尺度を以て鑑み租税の負担の如きは可及的に
低減してなるべく多くの移民を招来するのが国富開発の要義であり，地租条
（37）
例９条を適用すべきであるとしたのに対し，どれほどの資本労力を費やして
（38）
開墾されたか，又，収穫に労資をどれほど費やしﾌﾟこかを評価しない税務署側
とは，考え方が異なる。査定は現状を前提としており，税務署は多くの租税
を得ようとしているのではないのであって，より多くの増給を得ようとして
いるのではない。「俗吏時務を知らず」という副題は，地主側の宣伝文句と
しては，実に有効であったし，その後，大きな役目をした。もっとも，伊藤
廣幾が角田村の件について，田l等18円・畑l等９円30銭と妥協したことに
ついて，松實喜代太らは納得せず，却って地価衡正期成会の目的を達するこ
５６
（39）
とについて多大の障害となったとしており，{中間害||れを起こしたことになる。
だからこそ，角田村の地主グループは，途中から影が薄くなったのであろう。
また，松實喜代太は，伊藤廣畿が地価問題提唱者たる功を認めることに，ち
ゅうちょしているが，角田村が問題を全北海道に広げ，かつ理論的枠組を深
めたことは事実であり，その評は過酷にすぎる。
問題となる地価を設定するには，地価算出法によるものと，類地比準法に
よるものとの二方法がある。地租条例の本文には類地比準法の明文はないが，
地租条例１３条は類地比準法をとる余地がある。この点について，松實喜代太
(40）
(よ，大蔵省は大正４年までは絶対的類似比準をとる方針であったといい，明
治43年の茨城県境町の例をあげる。所轄の宇都宮税務監督局は，大正元年９
月１７曰付で照会を行い，大蔵省は同年10月24曰通牒（性110525号）を以て，
「この方法は古く採り来りたる沿革もあり近傍に類地なきときは地租条例第
９条に依るべきは勿論なるも本件の如く類地あるときは事Ｉ情に拘泥せず類地
に比準して定むるを妥当とす」と回答している。
松實喜代太は，それにもかかわらず，大正６年10月11曰札幌税務監督局か
（41）
らの照会に対し，大蔵省本省は方針を変更したという。それによれば，旭１１１
区及幌内幾春別の市街地には明治43年宅地地価修正当時少数の有租地があり，
著しく低額で，同法３条１項但書により修正地価が制限され，各筆間ですこ
ぶる区々にして将来地価設定比準すべき土地として不適当である。前記土地
については，宇都宮税務監督局への回答は近傍における類地ある場合に於て
のみ比準すべきものとして，前記土地については近傍に比準すべき類地なき
ものとみなし，地租条例９条の方法により相当の地価を定め本道の通弊を是
正したいとするものであった。これに対し，大蔵省は，類地の地価が著しく
不相当な場合に於ては其地価に比準するを要せず現況相当の地価を定めてよ
いと回答している。
もっとも，北海道においては宅地地価修正法第３条の制限地が少ないとこ
ろから，現在地価をしんしゃくし，相当しんしやくしたうえで決定すること
が必要であり，既存の有地価地近接の土地に対しては新旧地価の間に甚しき
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懸隔を生じないよう特に充分の考慮を加え他曰物議の因を残さないよう求め
ているという。
この回答に対し，松實喜代太は，「従来より地租取扱上の根本原則」を破
（42）
棄し無視したのは不当であると批半|}し，そして，こういう回答をした大蔵省
に訴願をしたのは遺憾であるとする。そのうえで，何人がみても不当と認め
られる場合に於いては絶対，類地比準を適用すべきでない。その意味では，
政治の妙味もあり，類地比準の適用宜しきを得れば地価算定法は無害無益で
あり，そのままに残してよいという。
そのほか，田中清輔は，いくつかの事例をあげて，税務署側の措置の不当
を主張する。すなわち，（ｲ)漁業者が自己の漁場の価値を誇大に示さんとして，
ことさ （43）
故らに高い地価設定を受け入れた例が数多いこと，（ﾛ)登録税未納者が１人
（44）
なりとの虚妄通知を発して承諾を迫っていること，（ﾊ)乙竹局長は，金ポリ・労
賃をしんしゃくすることは法規に於て認められておらず，土地の所得そのも
（45）
のを土地価算出基礎とすべきであると主張している，（二)税務官吏(よ，現行法
には類地比準を認めたものがなく，地租条例施行規則第18条は人民に対し届
出の標準を示したにすぎず，執行官吏に地価査定の標準を指示したものと認
（46）
められないこと，㈹乙竹局長ｶｺﾞ衡正期成会報告書中の一貫等級表に関する－
（47）
項の肖Ｉ除を求めていることをあげている。
田中清輔の主張には，北海道は本州とは違い，別の処遇がなされるべきだ
とする点が強い。これに対して，松實喜代太は，より論理的である。いずれ
にしろ，地主側の主張をこのように概観することができる。
なお，「明治大正財政史」第６巻686頁によると，各地の宅地の賃貸価格の
準備調査は，或は計数上より或は大観上より，帰納的に又は演択的に，毎筆
の地位等級を比較商量して，字の全部に及ぼし，字より大字に，大字より町
村に，町村より郡市に，郡市より府県に及び，ついに，全国における宅地の
地位等級を詮考し，その推衡統一を精査したものとしており，類地に近い考
え方をとっていたものと考えられよう。しかし，「明治大正財政史」第６巻
640頁は，「地租は従来土地一筆毎に之を算出するの規定なりしをみて，地租
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率に変更を加ふる毎に，徴税費を要すること少からざるものありたり」とす
る。そして，本調査も毎筆より全般に及ぼし，不公平を矯め，誤びゅうを正
し，遺漏を補足するにありたりとも書いているところもあるので，本来は各
筆自体を評価し，他と比較して微調整するのが建前と考えられる。となれば，
類地比準が原則であるとするのも行きすぎと思われる。そもそも地租改正作
業において，建前はそのものを評価するとはいいつつも，地租改正作業を円
滑にすすめるために近傍類地との権衡を尊重したことのくりかえしが，この
時にも出てきたのである。北海道では，本州各府県とのバランスが更に重ね
られて，問題が複雑になっただけのことで，類地比準が絶対の基準ではない
し，宇都宮税務監督局の回答が絶対の基準でもない－もともと，個別事案
のつみ重ねからでてくるもの－ということで，一応の結論が出たのではな
いか。何故に，宇都宮税務監督局の事例が出されたのか判断に苦しむが，も
ともと本州各府県と北海道とを比較すること自体に無理があったのである。
札幌税務監督局は，その土地そのものの評価にウエイトを少しかけただけの
ことである。
（６）大正６年になって，１月下旬に寺内内閣に不信任決議が上呈され，こ
れに対して，寺内内閣は衆議院を解散した。選挙一色の間に，欧州の動乱に
転機が訪れ，国内でも西原借款が調印された。その期間でも，地主会側がだ
まっていたわけではない。この間，松實喜代太や田中清輔が「北海タイム
ス」に各々の主張を連載している。松實喜代太は，１月,5曰に開かれた空知
支庁管内町村長会議及農村会議に出席し，地価問題について協議した。おり
から，１月29曰，憲政会政務調査会大蔵部会は，北海道地価査定問題に関し，
(i）政府が基準とするところは北海道を内地の府県に比し基準とするもので
不当であり変更する必要があること，（ii）地価調査委員会を組織し官民共
同にて地価を決定するを以て適当であることを，議決したことが，２月，曰
（48）
の「北海タイムス」で報じられた。この決議は，「総選挙のﾌﾟこめの同会の政
略にせよ然らざるにせよ」と，「北海タイムス」が言及しているように，政
治的な色彩が強いものであるが，道民の一致努力をのぞむ立場の人々や地価
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衡正期成会の人々は，意を強くしたようである。そして，期成会の上京した
人々は，１月30曰．３１曰と，政友会本部を訪ね，２月１曰には，内務大臣と
（49）
大蔵省主計局長を訪ねるなど，盛んIこ陳情活動を続けている。
２月６曰には，空知外三郡連合地主会総会が開催され，地価衡正期成会と
（50）
の共同行動１こついて話し合われている。その総会は，地価の高さを公平なら
しめることは同一である場合には双方の行動が一致することがあるとして，
同一行動することを，決議した。また，角田村の田の地価が僅か18円である
ことについて，田の価格が20等６円25銭より以下となるときは，村の状況に
より，その分不公平にすぎるので４～５等のクラスを，設けることが決議さ
れている。これに対し，空知税務署長は，決議を報告してきた伊藤会長に対
し，不要であると答えている。その後も，いくつかの地主から，訴願が出さ
れ，税務署長から税務監督局に申達がなされた。
「地価問題関係書類」には，３月から６月までの記録が何も編綴されてい
ないので，しばらく，空知税務署地価問題の動きはわからない。ただ，「地
価問題二関スル意見」が七月の直前に編綴されており（２月12曰の曰付があ
る｡)，空知税務署職員の見解が示されているが，達筆すぎて完全には判読困
難である。が，判読できうる限りでは，個人の空知税務署職員の真意であろ
う。それによれば，上川・空知の二方面にわたって詳細に分析され，解決案
を提示しようとしている。策謀に走り事案が複雑になったことを認めつつ，
住民の感情を無視すれば，今後やりにくいだろうということ，類地比準の絶
対的方針を明らかにすること，納税者との意思のそ通に努めることをのべて
（51）
いる。職員の一部とはいえ，Bllの考え方があったのである。逆にいえば，そ
れだけの意見具申ができるだけの税務署であり，コミュニケーションがとれ
ていることを示している。それだけの税務署であるからこそ，地価問題に署
をあげて取り組むことができる。
（７）大正６年２月22曰及び23曰，札幌税務監督局では，全管税務署長会議
会議が開かれた（宗谷税務署長は不参加だが，その理由は不明)。この会議
では，（ｲ)田畑その他に対する地価設定の状況，（ﾛ)本年営業税調査の状況の２
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っのテーマで行われた。まさに，地価問題がテーマである会議であることが
明らかである。
（52）
この全菅税務署長会議で，小島局長は以下のよう|こ，計||示を行った。①民
力の内容を計り課税の根拠を明らかにし課税の根拠を充実し負担の衡平を維
持し国運戦勝の事にたずさわる税務職員は重大な責をおっている。部下職員
と協力_致して事務成績の発揚につとめてほしい。②地価設定の調査を慎重
に行い，万一の過誤を防ぎ完壁を期すべきである。調査にあたる職員に対し，
特に十分に訓戒を与え，事にあたるに公正穏健を旨とし，いささかも外界か
らの指摘を受けることのないようにすべきである。③地租の事務が大きいか
らといって，他の事務が渋滞してはならない。問税事務について，他の課税
資料を十分に活用すること。これが，局長訓示の大要であるが，地価問題こ
そが，この会議の重要なテーマであることを示している。
２月下旬から，北海道から多くの人々が上京し，地価問題に対し課税の不
当を主張している。この中で参加が多かったのは旭川の住民であり，市来区
長は支庁長及区長会議を欠席して上京したのにかかわらず，地価衡正期成会
の関係者は１人しか上京せず，代議士は問題に対し１人として尽力しなかつ
（53）
たという。だから上京した人々lま，出馬が予想された人々にも接触したので
あるが，熱心ではなかったようであり，北海道協会の貴族から皮肉を言われ
たようである。この上京の中で，市来区長ほか４名が，寺内首相と会見して
（54）
いる。その再会の際，寺内首相は，拓殖方針を確立する必要ｶﾇあるとのべて
いる。なお，旭川地価問題に関し，最近大蔵省より吏員を派し実地調査すべ
しと次官より言明しているが，同情は有しているとも述べている。ここで，
やがて旭川などに大蔵省から調査に出かけることが明らかにされた。それと
ともに，寺内首相が好意的反応を示したことにより，大きく局面が展開した。
大正６年２月６曰に北海道協会は支部の評議員会は北海道地価設定に対す
る建議を行うことを議決していたが，２月17曰に建議案がまとまり，３月３
日に大臣に面接して，大蔵大臣への建議がなされた（別紙６および注55参
照)。おそらく，その内容も同時に話されているのではないか。この建議の
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中で，
本道拓殖上特殊の事情に鑑み宜しく実際の価格を精成すべき要素原因を深
く検討せしむる為め官民を以て組織する所の調査機関を設け実地適当の地価
を設定せられ財産の安全を保たしめ併て拓殖の発達を促進せしめらるの方針
に出でられんことを切望に堪ず」とのべている。これにより，首相及び蔵相
が矢面にたつ天下の問題となったことになる（ロシアの３月革命がおきたの
はこの直後の３月12曰であった｡)。
その後，大蔵省は前記の北海道協会の建議にもとづき，研究を重ねた。結
局，単行法律において「北海道に限り特別機関を設くる事を得」と規定する
ほかなく，通常議会までに根本的解決の単行法律案を提出するはずであると，
（56）
報じられた。記事にもあるよう|こ，他の地域にも同様に地方問題として，各
政党より競争して提唱されてきている。このため，従来，内規をもって処置
（57）
してきたが，限界になり，明文化する必要ｶｺﾞでてきたものと思われる。ただ，
現在のところ，この内規は未確認である。
総選挙を控えた時期になって旭川区の訴願人の弁護士は，類地比準が税務
（58）
Ｉこおいても類地関係を重視すべきである旨の理由を追ｶﾛして提出した。大蔵
省は，これを受けて検討をすすめているが，折りから上京中の小島局長は，
記者から情報を得ようとしているという。しかし，北海道選出の代議士はこ
の問題に冷淡であると，記者はいい，総選挙における選出に注意することを
求めている。「北海タイムス」は，これまで地価問題で活躍してきた東武の
（59）
立候補てん末を詳しく掲載している。
この段階で，札幌税務監督局長は，記者と懇談したことが，４月７曰付で
（60）
明らかになった｡その中で,旭111地価問題は税務監督局の範囲を離れ，本省
で解決中の問題となっている。そして，近く本省は吏員を派遣し実地調査を
行わせると聞いたことを明らかにした（黒田参事官が既に予定されているが，
時期を見ていたのでないかと思われる)。大正５年１月１曰現在の状況に基
いて行ってきた連絡地図も大体の基礎作業をおわり，今曰に至る異動を加除
して完成せしめること，改訂後は相当の理由があれば民間の閲覧を認めるこ
6２
とを明らかにした。さらに，滞納が数百件に上るため，局員を派遣して督促
を行っているが，函樽札旭及び釧路室蘭の各税務主任者を集め，意思のそ通
を図ろ計画を実行することを明らかにした。これらは，いずれも乙竹局長が
企画したことであり，乙竹局長は，結果をみずに去ったことになる。
こうした中で４月29曰総選挙が行われ，全国及び北海道で政友会が大勝し
た。全国では，政友会が165人，憲政会が121人，国民党が35人当選した。ま
た，前述の東武も当選した。「北海タイムス」は，北海道の選挙の開票の動
向を詳しく報道している。
総選挙に大勝した政友会北海道支部は，４月28曰に盛んな支部臨時総会を
（61）
開いﾌﾟこ。拓殖計画案を更正し，拓殖の促進及び鉄道の普及速成をめざす決議
を行っただけではなく，医科大学併置，本道選出議員の増加，でんぷんかす
の焼酎原料としての増加についても決議をした。この決議は，さらに，本道
地価問題の解決は最も急を要する問題であることを認めるとともに，け)調査
機関の設立を期すほか，（ﾛ)本道免租期間中の土地にかんして地租条例第１６条
（62）
末項にかかる開墾若しくは地目変換の場合においては有租地と同様現況の|犬
況により課税する特典を設けることなどが議決された。
特に最後の事項についての決議は，北海道の免租期間中の土地については，
ほとんど全ての場合に名目しか課税できないというのに等しい要求であった。
決議は地租条例16条６項のことを指すものと考えられるが，「耕地ノ区画若
クハ形状ヲ変更スル為メ又ハ地目ヲ変換スル為メ開墾二等シキ労費ヲ要スル
モノハ本条第三項二準シ三十年以内ノ地価据置年期ヲ許可スルコトアルヘ
シ」となっている。第三項は，「十年以内二成功シ能ハサル開墾ヲ為サント
スルトキハ地方庁二願出鍬下年期ノ許可ヲ受クヘシ鍬下年期ハ三十年以内卜
（63）
シ但年期中'､原地価ニヨリ地租ヲ徴収ス」である。これによると，耕地の区
画形状の変更又は地目を変換するため開墾に等しい大工事がある場合は，も
う一度開墾と扱い，３０年間原地価で課税することになる。畑から水田へ，麦
からビートやはっかや牧草用に，といった大変換は，北海道農業でもよく見
られることである。それを，行えば開墾と同じことになれば，地租は徴収で
地価問題と北海道の税務行政組織（10）（西野）６３
きないに等しい。租税回避を法的に認めようとするもので，智恵者がいたと
いうことである。表面上は大したことはなかろうと思うと大変なことになる
として，札幌税務監督局は驚いたことと思われる。そうでなくとも，北海道
の免租地は5,837筆6,169町歩と前年度より276筆63町歩増加している。有租地
は，田畑96,917筆地価47,947円，宅地は65,910筆3,714町，地価12,633,904円，
（64）
その他28,101筆349,736町，地価1,680,660円であり，免租地の増ｶﾛは大きい。
しかも，北海道の租税収入は，大正５年は大正４年に比して１割弱増加し
た。このうち所得税は２割９分５厘，鉱業税が２割２分９厘，取引所税が４
（65）
害''３分増である。生産が２割３分増加し，貿易が12害11以上伸び，営業税や取
引所税が大きいことから考えると，所得税はもっと増収になってよいはずで
ある。その理由として，「北海タイムス」は，曰本製鋼・王子製紙・富士製
紙・帝府・曰府・曰本皮革・室蘭製鋼所等が本店を東京に移したことが大き
いという。これは，開拓財源に影響することになる。これらの結果，北海道
の租税収入は，第１位酒造税（234万円)，第２位所得税（126万円)，第３位
鉱業税（65万円)，第４位営業税（58万円)，第５位地租税（47万円）となっ
ていることは，本州府県と大きく異にしていた。その中で，地租がなかなか
増収できないこと，所得税がのびないことは，札幌税務監督局にとって重大
（66）
問題であった。
この間，海外の動きは激しかった。３月12曰に，ロシアで３月革命が発生
し王朝が滅亡したことは，広く報じられた。日本がロシアの臨時政府を承認
したのは他国より遅く３月27曰である。一方４月６曰には，アメリカはドイ
ツに宣戦布告し，中国で奉天省督軍の張作森が４月30曰に独立宣言し，５月
29曰には中国の７省も独立宣言した。そして，グリーン駐曰大使から５月１
曰に，地中海への日本駆逐艦の派遣が要請され，５月25曰に４隻派遣するこ
とを回答した。他方，武装商船「宮崎丸」が英海峡で，また６月16曰には神
戸の商船「唐山丸」がそれぞれ撃沈されるなど，海外がますます騒がしくな
った。しかも５月17曰には東京株式市場も独露講和説により一時乱高下した
し，６月11曰には駆逐艦「神」が地中海で交戦し，５９人が戦死したことが大
６４
（67）
きく「｣上海タイムス」に報じられた。
海外が大きくさわがしくなっている中で，日本は総選挙で動いていた。よ
うやく第39回特別議会が６月21曰に召集された（７月14曰までの会期)。そ
れを待つ６月中にも，地価問題は静かに動いていた。６月１４曰には，札幌豊
（68）
平館で地価問題に関する有志大会が開かれた。そこで，次のような決議力xな
された。すなわち，（ｲ)地価算定方法を廃止もしくは改正のこと，（ﾛ)府県にお
ける土地売買価格と法定地価との割合をしんしやくして本道田畑の地価を算
定すること，（')新規に地価を算定する場合は本道既存の地価を比側し適当に
類地比準すること。但し，不当に高価な既存の地価については適当に時機を
みて修正を行うこと，（二)，宅地修正法で設立修正された市街宅地を比準地と
して扱うこと，㈱山林の地価は各府県より高すぎるので適当に査定すること，
㈹土地の改良整理を行い地目を交換せるものに対し，年期明けの祭に地租条
例６項を準用し，原地目により地価を設定し相当期間すえおくよう明文化す
ること，（ﾄ)本道地価設定に関し調査機関を設けること，という内容であった。
この内容は，それまでの要求を具体的にまとめあげたものであるとともに，
実現しやすいものへと，かえようとしたものでもある。
（69）
この決議をもって，地主達は俵長官と河本畠11監督官に陳情した。この陳』情
には，田中清輔及び松實喜代太も同席している。また，この決議にもとづき，
（70）
各支部Iま代表を上京させ運動することになった。
こうして，第39回特別議会が開会され，中央で政治的に議論されることに
なった。勝田蔵相は予算案をかかえ多忙な生活をすごしていたことであろう。
黒田参事官は，欧米出張から戻ってまもなく，勝田主計の蔵相の秘書官とな
っていた。このたびの秘書官は，その後もやっており，はじめてのポストで
はない。明治44年９月から大正４年９月の期間につづいての二回目であり，
大正９年８月から10年12月までの間に三回の秘書官をつとめている。このた
びの蔵相秘書官の任期中，帝国議会終了後に，黒田参事官は，北海道に地価
問題の実地調査を行うことになる。
黒田参事官の行動は次回にゆだねる。
地価問題と北海道の税務行政組織（10）（西野）６５
（１）西野敞雄「地価問題と北海道の税務行政組織（９）」（以下，「前稿」という｡）
６３頁。
（２）「前稿」６４頁。
（３）「前稿」６２頁。
（４）「前稿」６４頁。
（５）「前稿」６４頁。
（６）「前稿」６５頁。
（７）「新北海道史年表」414～416頁。
（８）「前稿」７４頁。「地価問題有志大会｣，大正５年11月６日付「北海タイムス｣。
（９）「旭川地価問題｣，大正５年11月９日付，「北海タイムス｣。
(10）「訴願裁決一旭川地価問題｣，大正５年12月11日付「北海タイムス｣。
(11）「全道地主会の活動一反別割修正反対運動｣，大正５年11月17日付，「北海タ
イムス｣。
(12）「問題の反別割は如何地番号毎に等級を＝某農政学者談｣，大正５年11月２０
日付「北海タイムス｣。
(13）「地番更正延期｣，大正５年11月７日付「北海タイムス｣。
(14）「新北海道史年表」414頁。「北海道議会史」第２巻。
(15）今里準太郎「北海道会史」428～429頁。「地価問題建議」大正５年11月２日付
「北海タイムス｣。
なお，大正５年11月15日付の「北海タイムス」には，「反別割級等問題」「反別
割反対熱」「道農代表者道議訪問」という記事がある以外に，反別割反対運動に関
する記事は，みかけられない。
反別割の改正内容については，「予算委員会結果｣，大正５年11月26日付「北海
タイムス｣。
(16）「創立二十五周年北海道協会沿革史」（国会図書館蔵）187頁。大正５年５月１６
日に武富時敏大蔵大臣に建議が提出され，第２回の建議が大正６年３月３日に勝
田主計大蔵大臣に提出されている。
(17）「拓殖財源愈々定る｣，大正５年９月５日付「北海タイムス｣。
(18）「本道拓殖費年度割｣，大正５年11月20日付「北海タイムス｣。
(19）「政友会支部大会｣，大正５年11月20日付「北海タイムス｣。
(20）「地圖調製事業｣，大正５年12月６日付「北海タイムス｣。
(21）「大蔵省人名録｣，
なお，勝田主計は，北海道に縁が深い。具体的には，
明31.7函館税関長
３１Ｊ１兼函館税務管理局長
31.12函館税務管理局長兼函館税関長（ただし，329～33.11ウラジオストッ
ク出張）
33.2～34.8函館税関長（ただし，34.6～36β欧州出張）をつとめている。
6６
また，大正元年12月～３年４月まで大蔵次官をつとめるとともに，大正３年３月
より昭和21年８月まで貴族院議員（勅選）をつとめている。
(22）塩田潮「バブル興亡史」（曰経ビジネス文庫）７９～80頁。
(23）「大蔵省人名録｣。
黒田英雄は，秘書官の期間が通算10年と長い。具体的には，次の期間である。
明44.9～大4.9兼大蔵大臣秘書官（大蔵省参事官が本官。ただし，大正４年７月から
5.2は欧州に出張。また５年１月から５年12月は大蔵書記官兼大蔵省参事官，理財
局国庫課長の辞令が発令されている｡）
大5.12～9.8大蔵省参事官兼大蔵大臣秘書官（すなわち外国出張より帰国後。この期
間に来道｡）
大9.8～10.12兼大蔵大臣秘書官事務取扱（大9.8～12.4まで大蔵省銀行局長）をつ
とめている。したがって，勝田主計の大蔵大臣就任とともに，秘書官に戻ったこ
とになる。おそらく，歴代の秘書官の中でも通算10年というのは最高の在任期間
ではあるまいか。なお，黒田英雄は，大正６年７月９日頃に函館につき，８月２
日に室蘭から離道した。
(24）「地価委員追加」・「地価衡正遊説｣，大正５年12月15日付「北海タイムス｣。
(25）「各地地主農民の覚醒｣，大正５年12月18日付「北海タイムス｣。
(26）大正５年12月19日付「北海タイムス｣，「衡正会幹部と局長｣。及大正５年12月
２０日付「北海タイムス｣，「地価問題会見｣。
(27）大正５年12月28日付「北海タイムス｣，「各地地主農民の覚醒｣，「地価期成会
委員会一明春は大活動｣。
(28）大正５年12月30日付「北海タイムス｣，「局長監督官略歴」「乙竹局長を訪ふ｣。
(29）乙竹仲太「在官中の息ひ出｣，「財政」２巻９号221頁。
(30）「副会長乙竹監督官を送る｣，「大阪財務」７号１頁。
(31）「小島局長へ｣，大正６年１月21日付「北海タイムス｣。
(32）（31）と同じ。
(33）田中清輔「地価運動の内面」（｢北海タイムス」連載）（＝以下，「田中」とい
う｡)，大正６年１月16日付，第1回。
(34）「田中｣，大正６年１月18日付，第３回。
(35）「田中｣，大正６年１月19日付，第４回。
(36）「田中｣，大正６年１月20日付，第５回。
(37）「田中｣，大正６年１月21日付，第６回。
(38）「田中｣，大正６年１月21日付，第６回。
(39）松實喜代太「本道地価問題に就て」（｢北海タイムス」連載）（以下，「松實」
という｡)，大正６年２月８日付，第１回。
(40）「松實｣，大正６年２月９日付，第２回。同，大正６年２月９日付，第２回。
同，大正６年２月10日付，第３回。この第２回及び第３回には，大正元年の宇都
宮税務監督局の照会と，それに対する回答が，詳しく紹介されている。
(41）「松實｣，大正６年２月10日付～14日付，第３回～第５回。とくに，第４回に，
地価問題と北海道の税務行政組織（10）（西野）６７
うかがい及回答が詳しく述べられている。
(42）「松實｣，大正６年２月15日付-17日付，第６回～第７回。
(43）「田中｣，大正６年１月28日付，第11回。
(44）「田中｣，大正６年１月29日付，第12回。
(45）「田中｣，大正６年１月30日付，第13回。
(46）「田中｣，大正６年１月30日付，第13回，なお，新聞記事は規則13条となって
いるが，本法18条のまちがいではないか。
(47）「田中｣，大正６年２月６日付，第16回。
(48）「地価問題決議｣，大正６年２月１曰付「北海タイムス｣。
(49）「政友会と衡正｣，「地価衡正｣，大正６年２月２日付「北海タイムス｣。
(50）「地価問題関係書類｣。
(51）「地価問題関係書類」（第57書類)。
(52）「税務署長会議」・「税監局長訓示｣，大正６年２月23日付「北海タイムス｣。
(53）大正６年３月１日付「北海タイムス｣，「地価運動の根本問題｣。
(54）「地価衡正と首相｣，大正６年３月３日付「北海タイムス｣。
(55）「創立二十五周年北海道協会沿革史」187頁。国立国会図書館別室所蔵。なお，
別紙６は，資料の状況からコピー不可のため，手書でメモしたものである。
(56）「地価設定当局意見｣，大正６年３月17日付「北海タイムス｣。
(57）（56）に同じ。
(58）「地価問題と其解決｣，大正６年４月３日付「北海タイムス｣。
(59）「東武氏立候補顛末｣，大正６年３月23日付「北海タイムス｣。
(60）「本道税関近況｣，大正６年４月７日付「北海タイムス｣。
(61）「政友会支部臨時総会｣，大正６年４月29日付「北海タイムス｣。
(62）「明治大正財政史」第６巻568～569頁。いずれも，現在の書体に改めた。
(63）「本道有租地」「６年本道免租地｣，大正６年５月16日付「北海タイムス｣。
(64）「時局影響｣，大正６年５月22日付「北海タイムス｣。
(65）（64）に同じ。及，「６年本道所得額｣，大正６年６月15日付「北海タイムス｣。
(66）「曰録２０世紀」大正６年，「新北海道史年表｣。．
(67）「地価問題有志会｣，大正６年６月13日付「北海タイムス｣。
(68）「地価問題陳情」・「委員，長官会見｣，大正６年６月17日付「北海タイムス｣。
(69）「地価問題運動」・「空知地主総会｣，大正６年６月21日付「北海タイムス｣。
別表１道庁の提示した水田の価格
反当時価 当収量当時価反当収量反当小作料平均予想
１級１２一円最低２円６円
１〃１６ﾛロ１１′′１５′'７ロロ円
２級１５ﾛロ１１′′９′'５mロロ
出典：「北海タイムス」５年１１月17日
反 反当 作料 平均予想
十津川 1級 15円 1石２斗 最高８円 最低２円 6円
東旭川 〃 16円 1石１斗 ″ 15円 " 円 10円
角田 2級 15円 1石 斗 ″ ９円 " ５円 7円
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別表２地主会による田畑地価の比較
当時価 ＝込等級村名
出典：「北海タイムス」５年11月17日
別紙１「地価設定運動の内面」－田中清輔氏談（｢北海タイムス」掲載）
苛税誹求の先例
東北地方の重税
吾等と地価問題
地価衡正会の設立
当局の頑冥不霊
俗吏時務を知らず
地価査定の標準
杜撰なる収穫算定方法
杜撰なる収穫算定方法（続）
類地比準の精神
類地比準の精神（続）
類地比準の精神（下）
税務官吏の強弁
地目変換と地価
設定地価当否の影響
挙動一致の秋
大正６年１月16日
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等級 反 見
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７日｜(17)｜補遺
別紙２本道地価問題に就て－松見喜代美氏談（｢北海タイムス」掲載）
別紙３黒田参事官の北海道の行動日程（仮）
札幌到着
局）
旭川の調査
岩見沢・滝川の調査（空知地主会総会にも出席）
美唄・月形（泊）
空知税務署（泊）……22日も岩見沢在
6年７月10日
（11～12日
１３～１５日
１６～1９
２０
２１
大正６年２月８日
９日
１０日
１１日
１４日
１５日
１６日
１７日
１８日
１９日
２０日
２１日
２２日
２３日
25日
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１
１
１
１
１
く
く
く
く
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本問題研究の動機
類地比準と地租条例
大蔵省は類地比準をどう見て居るか
大蔵省は類地比準をどう見て居るか（続）
大蔵省は何故に類地比準に対する方針を変更せしか
大蔵省は何故に類地比準に対する方針を変更せしか（承前）
大蔵省の類地比準に対する方針変更は失当にあらざるか
大蔵省の類地比準に対する方針変更は失当にあらざるか
大蔵省の類地比準に対する方針変更は失当にあらざるか
税務当局は類地比準を悪用せり
税務当局は類地比準を悪用せり（承前）
類地比準は如何に適用せば可なるや
地価算定法は何故に改正するの必要あるか
地価算定法は何故に改正するの必要あるか（承前）
地価算定法は何故に改正するの必要あるか（承前）
地価算定法は何故に改正するの必要あるか（承前）
地価算定法は何故に改正するの必要あるか（承前）
地価算定法は何故に改正するの必要あるか（承前）
7０
角田・長沼（岩見沢泊）
釧路へ（泊）
網走着（泊）……網走・北見も調査
網走→帯広（泊）
帰局
局）
江別（札幌泊）
余市（札幌泊）
局員総出の見送りを受ける。室蘭へ（泊）
洞爺村調査後夕方室蘭から青森へ向けて船で出発
別
別
別
〃
泌
明
釦
別
曰
曰
く
１
２
［月８
(備考）①「北海タイムス」の黒田参事官の動静をめぐる記事から作成。
②当時，ＪＲ（国鉄）は，本数も少なく，石勝線・石北線もなかったので，札幌から網走に
行くのは，根室線で十勝池田まで出，そこから（旧）池北線で網走へぬけるのがメイ
ン・ルートであった。
③局長等が相当部分を同行。
④仮の結果であり，次号までに精査する。
別紙４北海道地価設定に関する建議（大7.10）
〔出典〕創立二十五周年北海道協会沿革史
大正６年２月６曰支部商議員会２月17曰建議議決３月３曰大臣に面接
本協会は曇に北海道旭川地方に於て設定せられたる地価の比隣に対照し，
権衡を得ざりしことに関し更に慎重なる詮議を画され妥当なる措置あらんこ
とを建議し，其の－曰も速かに之を実施せられ－は以て民心を安んじ，－は
以て拓殖事業を促進せしめられんことを期待せり。然るに今曰に至るまで何
等の変更を見ざるのみならず，爾来年期明の土地の増加すると同時に，地債
設定功程の進行に伴ひ道内致る虚，不安の念に駆られ或は訴願を提起する虚
あり，或は地主等相共に団結同盟し其救済に汲々として苦訴の声漸く全道に
満たんとするに至り，今にして之が更正の措置を執られざらんか各自産業の
不安を来たし，延ては拓殖の前途に於てただ寒心に堪へざるものあり。
地価問題と北海道の税務行政組織（10）（西野）７１
蓋し，政府が新たに開墾成功せし土地に対し之が地価を設定し課税の基準
を定めらるるは現行法規の命ずる所にして実地適当の価格を検定せらるるに
いえど
於ては決して之Iこ異議を挟むの余地なしと錐も，現在本道施行せらるるの事
実に徴するときは内地一般に適用せらるるの比隣類地の地価を標準とせらる
るにあらず。又実際売買の価格を基準とせらるるにあらさるものの如く，
只々特殊なる内規を設けられ，当該官憲の認定に依て設定せらるるものの如
し。果して斯の如くならんか，公定地価を設けらるるに一定の基準なく全財
産上の不安を来し，之を内地他府縣に於ける地価設定方法に照し，甚し〈権
衡を失し実価に対し過当の課税を負担せさる可らざるに至るべし。
是れ本会の深く本道拓殖の為めに憂｜倶措かざる所なり。因て政府に本道拓
殖上特殊の事'情に鑑み宜しく実際の価格を構成すべき要素原因を深く検藪せ
しむる為め，官民を以て組織する所の調査機関を設け，実地適当の地価を設
定せられ財産の安全を得せしめ，併て拓殖の発達を促進せしめらるるの方針
に出でられんことを切望に堪ず゜右本会の決議に依り及建議候也。
大正６年３月３曰
北海道協会会頭二條基弘
大蔵大臣勝田主計殿
(注）原文はカタカナで表記されている。
